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リ ー ガ ル マ イ ン ド を 育 成 す る 社 会 科 授 業 構 成
一判例学習教材化の方法原理－
The Lesson Plan of Social Studies for Developing Legal Mind
Ｉ　 はじめに
本研究では，社会科教育で育成すべき公民的資質の
中核にリーガルマインドを位置づける。高野耕プ氏は，
リーガル７インドを思考方法と判断能力の両面からと
らえ，判例を分析し，利害の対立を具体的妥当に解決
してゆく論理の道筋を理解し，総合的に判断できる能
力の育成を重要と考えている1）。よって， リーガルマ
インドとは，「‾論争的内容を含む判例を探求 し， 合理
的に判断する能力」を指し，中学校では特に公民的分
野の法学習において育成することが期待される。
しかし，中学校公民的分野の法学習では，現代の日
本社会を民主主義の完成した社会ととらえ，現実と乖
離した建前を一方的に教え込む学習に陥っている。 ま
た，判例をとり上げて も単なる資料的な扱いにとどま
り，その探求を通して論争問題を判断させる学習は見
られない。
そこで本研究では，リーガルマインドを育成する社
会科授業構成の第一歩として，論争的内容を含む判例
を教材化する方法原理について考察する。
ｎ　先行授業実践の分析的考察
一 基本的人権の授業分析-
１．授業実践の分析2）
（1） 分析視点
リーガルマインドに関わる授業事例として，基本的
人権を扱った授業実践50事例を，判例を扱わない授業
実践〔25事例 〕と判例を扱った授業実践〔25事例〕に
分け，以下の４つの視点から分析する。
《視点１》　 利害対立の明確な論争問題を設定し
ているか。
《視点２》　 事実認識をふまえた合理的な価値判
断を行っているか。
《視点３》　開かれた多様な価値判断を行ってい
るか。
《視点４》　判決内容を探求させているか。
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（2） 授業実践の考察
①《視点１》について
利害対立の明確な論題を取り上げた事例は，論争問
題を扱った16事例中 ３事例（19 ％）に過ぎないが，３
事例はいずれも「基本的人権と公共の福祉」に関わる
論争を取り上げている。
②《視点 ２》について
50事例中価値判断を問うているのは19事例（38 ％）
に過ぎない。また，価値判断を問うている事例のうち，
判例を扱わないものが６事例(12%) に対し，判例を
扱うことによって具体的な事例にもとづいて判断させ
ようとする意識が見受けられる。しかし，判例を扱っ
た13事例中，10 事例（77％）が直観的判断型であり，
合理的判断型 はわずか３事例（23 ％）しかなく，科学
的な認識にもとづかない価値判断を行っている事例が
多い。
表１　各人権別授業構成
事 実認識中心型 直観的判断型 合理的判断型
記 述 説 明 訛 ている 開いている 配 ている 開いている
扱わず 扱う齡 ず扱う扱わず 扱う扱わず 扱う扱わず 扱う扱わず 扱う
自　 由　権 ４ １ １ １ ０ １ ０ １ ０ ０ ０ １
平　 等　権 ５ １ １ １ １ ２ ０ １ １ ０ ２ １
社　 会　権 ５ １ ０ ３ ０ ２ ０ １ ０ ０ １ １
新しい人 権 ３ ４ ０ ０ ０ １ １ １ ０ ０ ０ ０
総　　　 計 17 ７ ２ ５ １ ６ １ ４
- -
３ ３
扱わず…判例を扱わない実践事例　扱う…判例を扱った事例
③《視点３》について
合理的判断型は７事例中６事例（86％）が価値判断
を開いており，多様な価値の選択を目指した授業になっ
ている。それに対して直観的判断型 は12事例中７事例
（58 ％）が価値判断を閉ざしており，教 師による一定
の価値の形成を意図 して設 計された授業 になってい
る。
④《視点４》について
判決内容を探求させているのは１事例しかなく，そ
の事例も価値判断は問うていない。判例を扱った合理
的判断型の３事例はいずれも訴訟理由の探求から価値
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判断を行っており，判決内容の探求から価値判断を行っ
た事例はない。
また，判例を扱った授業実践（25事例）の中で，判
例が資料的な扱いに止まっているＡ型およびＣ型が17
事例（68 ％）を占めており，判例を中心的な教材とし
て扱っているＢ型およびＤ型はわずか８事例（32％）
しかない。
表２　判例を扱った実践事例の類型と事例番号
型 類 型 名 事　　 例　　 番　　 号 事例数
Ａ 資 料 型 28, 35, 37, 45, 46, 49, 50 ７
Ｂ 教 材 型 30, 31, 39, 42, 44 ５
Ｃ 資料･教材型 27, 29, 32, 34, 36, 40, 41, 43, 47, 48 10
Ｄ 教材啅撕型 26, 33, 38 ３
Ⅲ　判例学習教材化の方法原理
１．主題の設定
（1） 基本的人権の保障と限界
基本的人権の保障とは，田口精一氏によれば「人権
の享有に関し現在および将来において妨害を受けるこ
とがないように，その安全を保持し，侵害に対抗して
各人の権利・自由を保護すること」3）である。 そのた
め，立憲主義の原則・権力分立の原則・法の支配の原
則などが定められている。日本国憲法においても，基
本的人権の保障を強化するために，匚個人の尊厳 と人
権の不可侵を宣言し，三権分立に合わせて裁判所の法
令審査権をも認めている。」4）といえる。
それでは，日本国憲法における基本的人権の保障は，
何らの制約も加えることのできない絶対的な権利であ
ろうか。また，制約されることがあるとすれば，それ
はいかなる場合に，いかなる根拠に基づいて制約され
るのであろうか。
日本国憲法第12条後段では「又，国民は，これ（こ
の憲法が国民 に保障する自由及び権利：平田）を濫用
してはならないのであって，常に公共の福祉のために
これを利用する責任を負ふ。」と規定し， 第13 条後段
では「‾生命，自由及び幸福追求に対する国民 の権利に
ついては，公共の福祉に反しない限り，立法その他の
国政 の上で，最大の尊重を必要とする。」 と規定して
いる。さらに，第22条第１項では「何人も，公共の福
祉に反しない限り，居住，移転及び職業選択の自由を
有する。」と規定し，第29条第２項では 匚財産権 の内
容は，公共の福祉に適合するやうに，法律でこれを定
める。」と規定している。
佐藤功氏によれば，日本国憲法においては 匚明治憲
法のように，権利や自由を本来，法律の範囲内におけ
るものとするのではなく，ただ一つの枠として，『公
共の福祉』という観念を認めた」5）のである。 すな わ
ち，日本国憲法は，「一方において基本権の尊重 の実
現を図りながらも，他方において，その制約の必要が
あることを認め，『公共の福祉』という」6）基準を示
したのである。
（2） 基本的人権と公共の福祉
日本国憲法では，公共の福祉のみを基本的人権の限
界と制約の根拠としているが，公共の福祉とはどのよ
うな意味をもっものであろうか。
現代社会における人間は社会的共同生活を営んでお
り，基本的人権もこれを前提として成立するものであ
る。佐藤氏によれば「「公共の福祉」とは， このよう
な社会的共同生活の利益を意味する」 もので，「国民
の権利や自由には，当然にこの意味における公共の福
祉による制約が存する」のである7）。
リーガルマインド育成の条件として，利害対立の明
確な論題を設定する必要があり，基本的人権の限界の
問題は「基本的人権と公共性」 の論争， あるいは，
「基本的人権と基本的人権」の論争 の二つ の視点から
とらえることが大切である。
２。事例の選定
リーガルマインドの育成に適した判例として は，
厂基本的人権と公共性」の論争を扱った大阪空港公害
訴訟，名古屋新幹線訴訟などがあげられる。
厂基本的人権と公共性」の論争については，「個人
の人権と多数の人々の利益」の問題をどう調整するか
という判断が問われる。たとえば，大阪国際空港にお
ける夜間の飛行機の離着陸が付近の住民の被害から考
えて公共性があるかどうかは，判断の問題である。公
共性を一般的・抽象的に問うのではなく，判例学習に
おいて，事実に基づき検討することによって，公共性
を構成する要件や程度が明らかになり，公共性の概念
が具体的にとらえられ，合理的な判断を下すことがで
きるのである。
（1） 大阪空港公害訴訟
本判決は，住民の被害と空港の公共性を考慮して，
午後９時から午前７時までの飛行差し止め請求，過去
及び将来の損害賠償請求についての判断を求める事例
として取り上げられる。
（2） 名古屋新幹線訴訟
本判決は，住民 の被害と新幹線の公共性を考慮して，
減速請求，過去及び将来の損害賠償請求についての判
断を求める事例として取り上げられる。
３。授業過程の基本型
リーガルマインドを育成する授業過程の基本型とし
ては，対立する判決を分析し，まず，何か争 われてい
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るのかという争点を抽出する事実判断を行う。事実判
断を もとに争点に関して暫定的な判断を下し，自らの
立場を明らかにする。次に，対立する判決内容を探求
することにより，相違点を明確化し，推理を行う。そ
れぞれの判決に至った理由を二つの側面から理解する
ことにより，相対的思考方法を養う。最後に，争点に
関して最終的な判断を下し，討議によって，判断を修
正する。
以上のようなリーガルマインドを育成する授業構成
にあたっては，伊藤亮三氏の提唱する事実判断・推理・
価値判断の３種の思考8）を組み込んだ授業過程を基
本型として設定する。
事実判断
第１段階＝事実の把握
原告の主張および被告の主張を把握する。
第ｎ段階＝問題の発見
事実判断は第１段階・第ｎ段階の２段階で構成する。
裁判においては，原告・被告とも自己に有利な証拠に
基づいた主張を行っている。 ここでは，原告・被告の
主張を把握し，それぞれの主張の相違点から争点を抽
出する。
価値判断Ｉ
第Ⅲ段階＝直観的判断
争点に関して暫定的な判断を下す。
価値判断は直観的判断と合理的判断の２つの判断で
構成する。第Ⅲ段階は直観的判断の段階で，原告・被
告の主張をもとに争点に関して暫定的な判断を下す。
推理
第IV段階＝判決内容の探求
裁判所の判決内容を理解する。
第Ｖ段階＝対立する判決内容の探求
対立する判決内容を理解する。
第VI段階＝第Ⅵ段階・第Ｖ段階の相違点の明確化
争点及び判断基準に関する判決内容の相違点をま
とめる。
推理は第Ⅳ段階・第ｖ段階・第Ⅵ段階の３段階で構
成する。第Ⅳ段階・第ｖ段階は対立する判決結果を出
した裁判所の判決内容を探求し，裁判所が判決に至っ
た理由を明確化する。第ｖI段階は争点に関する判決結
果の相違点及び判断基準に関する判決内容の相違点を
明確化する。
価値判断ｎ
第VII段階＝合理的判断
争点に関して最終的な判断を下す。
第Ⅷ段階＝討議
討議によって，判断を修正する。
第Ⅶ段階は判断基準に関する判決内容の相違点に基
づいて争点に関して最終的な判断を下す。第Ⅷ段階は
争点に関して下した最終的な判断を討議によって修正
する。
IV　 リーガルマインドを育成する社会科授業構成の方
法- 「大阪空港公害訴訟」を事例に一
具体的に，大阪空港公害訴訟を事例に取り上げて授
業過程を示すと以下のようになる。
１．単元のねらい
本単元は，法的論争問題を事実認識に基づき合理的
に判断する能力の育成を目指すものであり，直観的判
断と合理的判断の二つの段階から構成する。
２．単元の展開
（1） 事実判断の過程
第１段階＝事実の把握【第１時～第４時】
差し止め請求及び過去・将来の損害賠償請求に関す
る原告・被告の主張を把握する。
①原告の主張の把握〔 第１時～第２時 〕
ア　差し止め請求について
原告は，家族の団らん・睡眠などの大切な時間を守
る必要があるという点，及び大阪空港の国際線・国内
線とも極めて公共性が低い点を理由に，午後９時から
午前７時までの飛行差し止めを請求していることを理
解する。
イ　過去・将来の損害賠償請求について
原告は，航空機の発着回数が増え大型ジェット機の
就航が始まったので騒音が増大し，精神的被害・日常
生活の妨害・身体的被害が発生している点，及び大幅
な規制を行う見込みがないので被害が継続すると推定
される点を理由に，過去の損害賠償，将来の損害賠償
を請求していることを理解する。
②被告の主張の把握〔第３時～第４時 〕
ア　差し止め請求について
被告は，大阪空港は国際線・国内線とも乗降客数の
増加が著しく公共性が高い点を理由に，飛行差し止め
は認められないと主張していることを理解する。
イ　過去・将来の損害賠償請求について
被告は，住民 の被害が航空機騒音によるもめと認め
られない点，及び騒音対策を今後より一層強化するた
め住民の被害軽減が予想される点を理由に，過去及び
将来 の損害賠償は認められないと主張していることを
理解する。
第II段階＝問題の発見（争点の抽出）【第５時】
原告・被告の主張の相違点をもとに， 匚午後９時か
ら午前７時までの飛行差し止めを認めるべきか」（争
点ｉ），「過去の損害賠償請求を認めるべきか」（争点
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ii），「将来の損害賠償請求を認めるべきか」（争点m)
という３つの争点を抽出する。
（2） 価値判断Ｉの過程
第Ⅲ段階＝直観的判断【第５時】
争点ｉ・争点ii ・争点ji について暫定的な判断を下
す。予想される直観的判断の基本型を示すと以下 のよ
うになる。
争点 判断 予想される直観的判断 の基本型
●１ ◇ 住民 は様々な被害を受 けて いる ので， 差 し
止 めを認 めるべきである。
◆ 空 港は公共性が高いので， 差 し止 め を認 め
るべきではない。
･･
皿 ◇ 住民は被害を受 けている ので， 損害 賠 償を
.認めるべきである。
◆ 国は公害防止対策を行 って い る ので， 損 害
賠償を認 めるべ きで はない。
iii ◇ 住民の被害が継続す るので ， 将 来 の損 害賠
償を認めるべ きであ る。
◆ 公害防止対策を強化 するので， 将来 の損害
賠償を認 めるべ きで はない。
◇ 認容的判断　　 ◆ 棄却的判断
（3） 推理の過程
第IV段階＝裁判所の判決の探求【第６時～第８時】
裁判所の判決の探求の事例として，大阪空港公害訴
訟第一審判決の結果及び判決内容を以下に示す。
第一審判決〔大阪地方裁判所昭和49年２月27日判
決〕
①判決結果
判決の結果を争点別に表すと以下のようになる。
争点 判 断 第 一 審 判 決 の 争 点 別 結 果
・
１ 盍 午後10時から午前 ７時ま で の飛 行差 し止 め
を認める。
ii ◇ 過去の損害賠償を認 める。
●●●ｍ ◆ 将来の損害賠償 は認 められない。
◇ 認容　　 ▲ 一部認容　 ◆ 棄却
②判決内容
ｉ　差し止め請求について
第一審判決では，航空機騒音は間欠的で一過性の騒
音であるので，住民の被害は身体的被害に逹していな
い点，及び公共性を重視した点を理由に，午後９時か
ら午後10時までの飛行差し止めを認めなかったことを
理解する。
ii　過去の損害賠償請求について
第一審判決では，国の公害防止対策が不十分であっ
た点，及び住民は航空機の騒音によって著しい被害を
受けている点を理由に，過去の損害賠償を認めたこと
を理解する。
ii　将来の損害賠償請求について
第一審判決では，損害賠償算定の基礎となる事実や
条件が未確定な点を理由に，将来の損害賠償を認めな
かったことを理解する。
第Ｖ段階＝対立する判決内容の探求
【第９時～第11時】
対立する判決内容の事例として，大阪空港公害訴訟
控訴審判決の結果及び判決内容を以下に示す。
控訴審判決〔大阪高等裁判所昭和50年11月27日判
決〕
①判決結果
判決の結果を争点別に表すと以下のようになる。
争点 判断 控 訴 審 判 決 の 争 点 別 結 果
１ ◇ 午後 ９時か ら午前 ７時 まで の飛 行 差し 止 め
を認める。
ii ◇ 過去 の損害賠償を認 める。
沮 ◇ 将来 の損害賠償を認 める。
◇ 認容
②判決内容
ｉ　 差し止め請求について
控訴審判決では，住民 の被害は身体的被害に逹して
いる点，及び公共性を考慮してもなお被害を軽減する
必要がある点を理由に，午後９時から午前７時までの
飛行差し止めを認めたことを理解する。
ii　過去の損害賠償請求について
控訴審判決では，航空機の騒音による被害は身体的
被害をはじめ精神的被害・睡眠妨害・日常生活の妨害
にまで及んでいる点，及び国はジェット機を就航し発
着機数を増加して被害を拡大させた点を理由に，過去
の損害賠償を認めたことを理解する。
ii　 将来の損害賠償請求について
控訴審判決では，国の公害防止対策は不十分であり
同様の侵害と被害が継続すると推定される点を理由に，
将来の損害賠償を認めたことを理解する。
第Ⅵ段階＝第一審判決と控訴審判決の争点に関する
相違点の明確化【第12時】
争点ｉ・争点ii ・争点・ における第一審判決と控訴
審判決の結果，及び４つの判断基準に関する第一審判
決と控訴審判決の内容を以下に示す。
①争点ｉ・争点ii ・争点・ における第一審判決と控訴
審判決の結果
・争点ｉについて
第一審判決＝午後10 時から午前７時までの飛行の差し
止めを認める。
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控訴審判決＝午後 ９時から午前７時までの飛行の差し
止めを認める。
・争点引 こついて
第一審判決＝過去の損害賠償を認める。
控訴審判決＝過去の損害賠償を認める。
・争点引 こついて
第一審判決＝将来の損害賠償は認められない。
控訴審判決＝将来の損害賠償を認める。
②４つの判断基準に関する第一審判決及び控訴審判決
の内容
争点ｉにおける第一審判決と控訴審判決の相違点は，
第一審判決では身体的被害に達していないと判断して
いるのに対して控訴審判決では身体的被害に達してい
ると判断している点，第一審判決では空港の公共性を
重視しているのに対して控訴審判決では住民に大きな
被害を与えている空港の公共性は低いと判断している
点から午後９時から午後10時までの飛行差し止めにつ
いて異なった判断が下されている。
争点引 こおける第一審判決と控訴審判決の相進点は，
第一審判決では公害防止対策を強化する予定なので住
民の被害軽減が予想されると判断しているのに対して
控訴審判決では将来にわたって同様の被害が続くもの
と判断していることから将来の損害賠償について異なっ
た判断が下されている。
ア　侵害の程度
・第一審判決
住民ら居住地域における騒音は騒音基準をはるかに
上回っており，２～３分に一度の割合で離着陸が繰り
返されている。
・控訴審判決
大阪空港に極めて近い範囲内に住宅の密集した地域
が多く，離着陸する航空機が住宅地域の上を低空で飛
行しなければならない状況にあるうえ，ジェット機 の
大型化や航空機の就航を増やしたために激しい騒音が
生じている。
イ　被害の程度
・第一審判決
航空機騒音は間欠的で一過性の騒音なので，住民 の
被害 は難聴・耳鳴り・鼻出血等の身体的被害に達して
いないＯ
・控訴審判決
住民 の被害は，身体的被害をはじめ情緒的障害や墜
落の恐怖などの精神的被害・睡眠妨害・日常生活の妨
害にまで及んでいる。
ウ　空港の公共性
・第一審判決
大阪空港における国際線の年間乗降客数は毎年増加
しており，国内線においても全国縦断路線及び放射状
路線の中核として，重要な役割を果たしている。
・控訴審判決
公共性を考えるには，利益のみでなく損失面も考え
る必要があり，住民に大きな被害を与えている大阪空
港は国際空港・国内幹線空港としては欠陥があるので，
被害軽減のために空港の利用を制限することもやむを
えない。
エ　公害防止対策
・第一審判決
国の公害防止対策は不十分だったので騒音防止効果
が上がらなかったが，今後，公害防止対策を強化する
予定なので，住民の被害軽減が予想される。
・控訴審判決
国の公害防止対策は不十分であり，航空機発着の時
間帯・回数・機種などの大幅な規制を直ちに行う見込
みもなく，将来にわたって同様の被害が続くものと推
定される。
（4） 価値判断皿の過程
第Ⅶ段階＝合理的判断【第13時】
争点ｉ・争点ii ・争点引 こついて最終的な判断を下
す。想定される直観的判断と合理的判断の関係につい
て比較すると，以下 のようになる。
①争点別の直観的判断と合理的判断の比較
（◇は認容的判断，◆は棄却的判断を表す）
ア　争点ｉ
・直観的判断
直観的判断は，「住民の被害」あるいは「公共性」
という一つの視点から判断を行っている。
◇住民 は様々な被害を受けており，被害を減らすため
に午後９時から午前７時までの飛行差し止めを認める。
◇大阪空港は国際線・国内線とも公共性が低いので，
午後９時から午前７時までの飛行差し止めを認める。
◆大阪空港は国際線・国内線とも公共性が高いので，
飛行差し止めは認められない。
・合理的判断
合理的判断は，第Ⅵ段階をふまえて 厂被害が身体的
被害にあたるのかどうか」及び 厂身体的被害と公共性」
の両面から判断を下している点で視点 の深まりと広が
りが見受けられる。
◇大阪国際空港は，観光客の利用が多 く鉄道や道路に
比べて公共性が低いうえ，住民の被害が身体的被害に
まで及んでいるので，午後９時から午前７時までの飛
行差し止めを認める。
◆航空機の騒音は間欠的で一過性の騒音なので住民の
被害は身体的被害に達していないうえ，飛行差し止め
を認めると他の公害・環境訴訟に与える影響が大きい
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ので，飛行差し止めは認められない。
イ　争点ii・直観的判断
直観的判断は
，「住民の被害」あるいは「国の公害
防止対策
」という一つの視点から判断を行っている。
◇航空機の騒音により難聴や睡眠妨害などの被害を受
けているので
，過去の損害賠償を認める。
◆国は航空機の騒音を軽減するため様々な公害防止対
策を行っているので，過去の損害賠償は認められない。・合理的判断
合理的判断は
，「住民の被害と国の公害防止対策」
の両面から判断を下している。
◇国の公害防止対策は十分でなかったうえに航空機の
離着陸を許して来たために住民は一方的な被害を受け
ているので,｡過去の損害賠償を認める
。
◇航空機の騒音による被害は身体的被害
・精神的被害・
睡眠妨害
・日常生活の妨にまで及んでいるうえに国
はジェット機の大型化や航空機の発着機数を増加して
被害を拡大させたので，過去の損害賠償を認める。
ウ　争点
・
・直観的判断
直観的判断は
，「住民の被害」あるいは「今後の公
害防止対策
」という一つの視点から判断を下している。
◇住民の被害が継続すると推定されるので，将来の損
害賠償を認める。
◆国は公害防止対策を強化するので，将来の損害賠償
は認められない
。
・合理的判断
合理的判断は
，「住民の被害と今後の公害防止対策」
の両面から判断を下している。
◇エアバスを導入しても90ホン程度の騒音が残るうえ
航空機発着の時間帯
・回数・機種などの大幅な規制を
直ちに行う見込みもなく同様の被害が続くものと推定
されるので
，将来の損害賠償を認める。
◆公害防止対策の強化により住民の被害が軽減される
可能性も残されているなど事実や条件が未確定なので
，
将来の損害賠償は認められない
。
第Ⅶ段階＝討議【第13時】
・争点ｉは
，身体的被害と公共性を中心に討議を行い
判断を修正する。
・争点引ま
，住民の被害と公害防止対策を中心に討議
を行い判断を修正する。
・争点副ま
，住民の被害と今後の公害防止対策を中心
に討議を行い判断を修正する。
Ｖ　おわりに
リーガルマインドの育成に適した判例とは価値のか
らむ異なった判決の出た判例であり
，大阪空港公害訴
訟を事例に取り上げて事実判断
・推理・価値判断の３
種の思考を組み込んだ授業過程を論理的にモデル化し
た
。9）これは，第一審判決と控訴審判決を探求し，４
つの判断基準に関する相違点を明確化したうえで
，争
点ｉ～争点・ ついて合理的な判断を下すものある。
今後は
，このモデルに基づく授業を実践し，検証し
ていくこと及び名古屋新幹線訴訟などの教材化をすす
めることが課題である。
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